
公益法人会計（2015・07・25）

(仕訳帳簿）
番号 項目 番号 借方 金額 貸方 金額

資産の部 1 普通預金から現金50、000円を引き出した 1 現金 50,000 普通預金 50,000
流動資産 2 管理業務で使用する切手５００円を現金で購入した 2 管理-通信運搬費 500 現金 500

3 事業部門で使用するボールペン１０本２、０００円を小口現金で購入した 3 事業-消耗品費 2,000 小口現金 2,000
4 小口現金35、000円を使用したため、普通預金から３５、０００円を引出、同額を小口現金に補充した4 小口現金 35,000 普通預金 35,000
5 帳簿の残高より、現金の実際有高が３００円少なかった 5 現金過不足 300 現金 300
6 後日、事業部門で使用した切手３００円の記帳漏れが判明した 6 事業-通信運搬費 300 現金過不足 300
7 現金の実際残高３００円少なく、原因が判明しないまま期末になった。差額３００円は、現金過不足勘定に計上した。7 管理-雑損失 300 現金過不足 300
8 基本財産で運用している国債の利息50、000円が普通預金に入金された 8 普通預金 50,000 基本財産運用益-基本財産受取利息50,000
9 貸出施設の使用料１００、０００円のうち、振込手数料６３０円が差し引かれた９９、３７０円が普通預金に入金された9 普通預金 99,370 収益-賃貸事業収益 100,000

事業-支払手数料 630
10 事業部門の電気料金８０００円が普通預金から指定日に引き落とされた 10 事業-光熱水料金 8,000 普通預金 8,000
11 事業で使用するポスターの製作費50、000円と振込手数料420円を普通預金から支払った 11 事業-印刷製本費 50,000 普通預金 50,420

事業-支払手数料 420
12 普通預金を２０、０００ドルの外貨預金とした。外貨預金口座開設時の為替レートは、１ドル１００円12 外貨預金 2,000,000 普通預金 2,000,000
13 外貨預金の利息２００ドルが外貨預金口座に入金された。為替レート１００円 13 外貨預金 20,000 雑収益-受取利息 20,000
14 期末に外貨預金２０、０００ドル保有。記帳日の為替レートは１ドル１００円、期末日のレートは１０１円であった。14 外貨預金 20,000 雑収益-為替差益 20,000
15 余裕資金運用のため、普通預金１、０００、０００円を１年満期の定期預金に預け入れた。 15 定期預金 1,000,000 普通預金 1,000,000

16 余裕資金運用の為保有していた定期預金１、０００、０００円の満期日が到来し、定期預金利息１００００円とあわせ、普通預金に入金された16 普通預金 1,000,000 定期預金 1,000,000
10,000 雑収益-受取利息 10,000

17 正会員に対し、当年度の会費１、０００、０００円（10000×100名）の請求書を発行した 17 未収会費 1,000,000 受取会費 1,000,000
18 請求書発行時に未収会費を計上した会費の内900、000円（10000×９０名）が普通預金に入金された。18 普通預金 900,000 未収会費 900,000
19 契約金額５００、０００円で契約した受託事業が完了し、委託者に請求書を発行した。代金は後日入金の予定。19 未収金 500,000 収益-受託事業収益 500,000
20 未収金を計上した受託事業の代金５００、０００円が普通預金に入金された 20 普通預金 500,000 未収金 500,000
21 出版物３０、０００円を販売し、請求書を発行した。代金は後日入金予定である 21 未収金 30,000 収益-出版事業収益 30,000
22 未収金を計上した出版物の代金３０、０００円が回収不能となった。なお、貸倒れ引当金の設定はしていない。22 事業-貸倒損失 30,000 未収金 30,000
23 ２０周年記念事業で使用する会場使用料３００、０００円のうち、100、000円を現金で前払いした。残額は、会場使用後に支払う予定である23 前払金 100,000 現金 100,000
24 上記会場使用料３００、０００円の内、未払いの残額２００、０００円を普通預金から支払った。内金１００、０００円は前払金に計上している24 事業-賃借料 300,000 普通預金 200,000

前払金 100,000
25 職員旅行費用の職員の個人負担分３０、０００円を普通預金から支払った 25 立替金 30,000 普通預金 30,000
26 職員への立て替えていた３０、０００円が現金で入金された。 26 現金 30,000 立替金 30,000
27 職員の出張に当たり、必要と思われる諸経費の概算額２０、０００円を現金で支払った 27 仮払金 20,000 現金 20,000
28 出張終了後、職員から領収書を添付した清算報告書が提出された。旅費交通費１５、０００円、会議費５、３００円の合計２０、３００円」であり、出張前に概算で支払った２００００円を差し引いた残額３００円を現金で支払った28 事業-旅費交通費 20,000 仮払金 20,000

事業-会議費 300 現金 300
29 切手100、000円を現金で購入した。切手については、購入時に費用処理する 29 事業-通信運搬費 10,000 現金 10,000
30 通信運搬費として処理している事業用切手を７５、０００円分使用した。 30 仕訳なし
31 通信運搬費として処理している事業用切手の期末残高は2５０００円であった。 31 貯蔵品 25,000 事業-通信運搬費 25,000
32 切手100、000円を現金で購入した。切手については、購入時に資産計上し、使用額を費用処理する方法をとっている32 貯蔵品 100,000 現金 100,000
33 切手１００、０００円の当年度使用額は75000円、なお、切手の前期残高はなく、期末残高は２５０００円であった33 事業-通信運搬費 75,000 貯蔵品 75,000
34 物販事業の商品７００、０００円（＠７００円×１０００個を仕入れ、普通預金で支払った。商品については、仕入時に費用処理し、期末に棚卸高を資産計上する方法を採用している34 事業-商品費 700,000 普通預金 700,000
35 期末日に棚卸を行い、期末の商品棚卸高は２１０、０００円（＠７００円×３００個）。前期繰越商品の費用への振替は、期末に行う方針であり、前期繰越商品は１４００００円（＠７００円×２００個）当年度の商品仕入高は７０００００円（＠７００円×１０００個）であり、仕入時に費用処理する方法を採用。35 事業-商品費 140,000 商品 140,000

商品 210,000 事業-商品費 210,000
36 物販事業の商品７００、０００円（＠７００円×１０００個）を仕入れ、普通預金で支払った。商品については、仕入時に資産計上し、払出分を費用処理する方法を採用36 商品 700,000 普通預金 700,000
37 期末日に棚卸を行い、期末の商品棚卸高は２１０、０００円（＠７００円×３００個）。商品については、仕入時に資産計上する方法を採用しており、当年度の商品仕入高は７０００００（＠７００円×１０００個）、前期繰越商品は１４００００円（＠700円×２００個）であった。37 事業-商品費 630,000 商品 630,000

38 販売用出版物５００、０００円（＠５００円×１０００冊）の印刷代金を普通預金で支払った。出版物の印刷費については、印刷時に費用処理し、期末に棚卸高を資産計上する方法を採用38 事業-印刷製本費 500,000 普通預金 500,000
39 期末日に棚卸を行い、期末の出版物棚卸高は10０、０００円（＠5００円×2００個）。出版物は、当年度より販売しているため、前年度の在庫はない。当年度の出版物の印刷代金は５０００００円（＠5００円×１０００冊）、印刷時に費用処理する方法を採用している。39 出版物 100,000 事業-印刷製本費 100,000
40 販売用出版物５００、０００円（＠５００円×１０００冊）の印刷代金を普通預金で支払った。出版物の印刷費については、印刷時に資産計上し、払出分を費用処理する方法を採用。40 出版物 500,000 普通預金 500,000
41 期末日に棚卸を行い、期末の出版物棚卸高は10０、０００円（＠5００円×2００個）。出版物は、当年度より販売しているため、前年度の在庫はない。当年度の出版物の印刷代金は５０００００円（＠5００円×１０００冊）、印刷時に資産計上する方法を採用している。41 事業-印刷製本費 40,000 出版物 40,000
42 物販事業の商品（期末簿価価格２１０、０００円（＠７００円×３００個）の期末じてんでの卸売可能な価格は1個当たり５５０円であった。42 事業-商品評価損 45,000 商品 45,000

固定資産 43 理事会で、基本財産に１０,０００,０００円を繰り入れる旨の決議が行われ、普通預金１０,０００,０００円を基本財産の定期預金として世ってした43 基本財産-定期預金10,000,000 普通預金 10,000,000
　基本財産 44 土地（時価１０,０００,０００円）及び建物（時価２５,０００,０００円）の寄贈を受けた。この土地建物は、寄贈者から基本財産として保有し、展示公開事業（公益目的事業）を行うために使用する旨の定めを受けている44 基本財産-土地 10,000,000 固定資産受贈益-土地受贈益10,000,000

基本財産-建物 25,000,000 固定資産受贈益-建物受贈益25,000,000
45 株式（時価,5000,000円）の寄付を受けた。寄付者からは、株式を基本財産として保有し、配当金を事業の財源に充てる旨の定めを受けている45 基本財産-投資有価証券5,000,000 固定資産受贈益-投資有価証券受贈益5,000,000
46 基本財産の運用の為、社債を購入した。社債の額面は50,000,000円、購入価格は４８,０００,０００円であり、代金は基本財産の普通預金から支払った46 基本財産-投資有価証券48,000,000 基本財産-普通預金 48,000,000
47 一般正味財産を充当した基本財産の国債（額面２０，０００，０００円、取得価額１８，０００，０００円、満期保有目的の債券に区分）を当期首に取得。取得日から満期までの期間は５年。償却原価法（定額法）を適応して期末評価の決算整理仕訳を行う47 基本財産-投資有価証券400,000 基本財産運用益-基本財産受取利息400,000
48 一般正味財産を充当した基本財産の国債（額面２０，０００，０００円、取得価額１８，０００，０００円、満期保有目的の債券に区分）を当期首に取得。取得日から満期までの期間は５年。取得価額と額面の差額に重要性が乏しいと判断し、償却原価法は適用しない48 仕訳不要
49 一般正味財産を充当した基本財産の株式（帳簿価額５０，０００，０００円、その他有価証券に区分）の期末時価が４９，０００，０００円であったので、決算整理で時価評価を行う。49 仕訳不要
50 一般正味財産を充当した基本財産の国債（額面２０，０００，０００円、取得価額１８，０００，０００円、満期保有目的の債券に区分）を当期首に取得。取得日から満期までの期間は11年。取得価額と額面は一致している。50 基本財産評価損益等-基本財産評価損益等1,000,000 基本財産-投資有価証券1,000,000
51 指定正味財産を充当した基本財産の社債（額面１００，０００，０００円、取得価額９５，０００，０００円、満期保有目的の債券区分）を当期首に取得。取得日から満期までの期間５年。償却原価法（定額法）を適用して期末評価の決算整理仕訳をおこなう。51 基本財産-投資有価証券1,000,000 基本財産運用益-基本財産受取利息1,000,000
52 指定正味財産を充当した基本財産の地方債（額面40，０００，０００円、取得価額39，5００，０００円、満期保有目的の債券に区分）を当期首に取得。取得日から満期までの期間10年。取得価額と額面の差額に重要性が乏しいと判断し、償却原価法（定額法）を適用しない。52 仕訳不要
53 指定正味財産を充当した基本財産のユーロ円債（額面50，０００，０００円、取得価額50,0００，０００円、満期保有目的の債券に区分）を保有している。53 仕訳不要
54 指定正味財産を充当した基本財産の株式（帳簿価額41，０００，０００円、その他有価証券に区分）の期末時価が４２，５００，０００円であったので、決算整理で時価評価を行う。54 基本財産-投資有価証券1,500,000 基本財産評価益-基本財産評価益1,500,000

　特定資産 55 自己所有建物の建て替えに備えるため、理事会の決議で会館建設積立資産を設定し、額面５０，０００，０００円の地方債を普通財産で購入した。取得価額は49,500,000円であり、その他有価証券に区分する55 特定資産-会館建設積立資産49,500,000 普通預金 49,500,000
56 会館建設資産として保有する地方債（額面50,00,000円、帳簿価額49,500,000円、その他有価証券に区分）の期末時価51,200,000円であったので、決算整理で時価評価を行う56 特定資産-会館建設積立資産1,700,000 特定資産評価損益等-会館建設積立資産評価損益等1,700,000
57 ５年後に予定している法人設立５０周年記念事業に備えて、理事会の決議で５０周年記念事業積立資産を設定し、普通預金10,000,000円を定期預金に組み入れた57 特定資産-記念事業積立資産10,000,000 普通預金 10,000,000
58 試験機器（時価30,000,000円）の寄贈を受けた。寄贈者からは、当該試験機器を研究開発事業の「Ｅプロジェクト」に使用する旨の定めを受けている58 特定資産-什器備品30,000,000 固定資産受贈益- 30,000,000
59 調査研究事業の寄付金5,000,000円が調査研究基金口座（普通預金）に入金された。当該寄付金は、調査研究事業費の財源のみに使用することを募集案内および寄付申込み書に定めている59 特定資産-調査研究事業基金資産5,000,000 受取寄付金-受取寄付金5,000,000
60 職員の退職金の支払いに備えるため、普通預金6,000,000円を退職給付引当資産の定期預金とした60 特定資産-退職給付引当資産6,000,000 普通預金 6,000,000

61 退職者が出たので、退職給付引当資産の定期預金１、２５０、０００円を取り崩し、同額の退職金を普通預金から支給した。なお、職員に対しては退職給付引当金を計上している。61 普通預金 1,250,000 特定資産-退職給付引当資産1,250,000
退職給付引当金 1,250,000 普通預金 1,250,000

　その他固定資産62 建物を購入し、建物代金６０、０００、０００円と仲介手数料１、８６０、０００円を普通預金で支払った62 建物 60,000,000 普通預金 60,000,000
63 会館建物を業者に依頼し、手付金５０、０００、０００円を普通預金で支払った 63 建設仮勘定 50,000,000 普通預金 50,000,000
64 建設を依頼していた会館建物が完成したので、建設代金９５，０００，０００円から手付金５０，０００，０００円（建設仮勘定で処理）を差し引いた残額４５，０００，０００円を普通預金で支払った64 建物 95,000,000 建設仮勘定 50,000,000

普通預金 45,000,000

65 事務所のレイアウトを変更し、パーテーション工事代８００，００１円を普通預金で支払った 65 建物 800,000 普通預金 800,000
66 敷地内に庭園造成を行い、工事代金５，０００，０００円を普通預金で支払った 66 構築物 5,000,000 普通預金 5,000,000
67 事業で使用する乗用車を２，０００，０００円で購入し、普通預金で支払った 67 車両運搬具 2,000,000 普通預金 2,000,000
68 期首に取得した事業用の乗用車（取得価額２，０００，０００円）について、決算整理時に定額法により減価償却を行う。耐用年数は５年、残存価額の１０％とする68 事業-減価償却費 360,000 車両運搬具 360,000
69 期首に取得した事業用の乗用車（取得価額２，０００，０００円）について、決算整理時に定率法により減価償却を行う。耐用年数は５年、定率法の償却率は、0.369とする。69 事業-減価償却費 738,000 車両運搬具 738,000
70 管理部門で使用する乗用車（帳簿価額１８０，０００円）を２１０，０００円で下取りに出し、下取り代金は普通預金に振り込まれた70 普通預金 210,000 車両運搬具 180,000

固定資産売却益-車両運搬具売却益30,000
71 サーバー用のコンピュータを購入し、コンピュータ本体の価値３１５，０００円、本体にあらかじめ組み込まれるソフトウエアの価値262,500円、設置に要した費用５２，５００円、合計６３０，０００円を普通預金から支払った。71 什器備品 630,000 普通預金 630,000
72 期中に取得した管理用のプリンター複合機（取得価額９００，０００円）について、決算整理時に定額法により減価償却を行う。耐用年数は５年、残存価値はゼロとし、使用開始した７月から決算付である３月までの９カ月分を計上する。72 管理-減価償却費 135,000 什器備品 135,000
73 什器備品に計上しているパソコン（取得価額２５０，０００円、帳簿価額３０，０００円が使用不能になり、廃棄処分した。73 固定資産除却損-什器備品除却損30,000 什器備品 30,000
74 １０台分まとめて什器備品に一括計上しているエアコン（取得価額３，０００，０００円、帳簿価額１，０００，０００円）のうち、１台が故障により使用不能となったので、廃棄処分した74 固定資産除却損-什器備品除却損100,000 什器備品 100,000
75 法人設立記念ｊとして、陶磁の花器（時価１，２００，０００円）の寄贈を受けた。品物は、美術年間にも記載されている有名な作家ののもので、寄贈には特段の使途の制約は受けていない。75 什器備品 1,200,000 固定資産受贈益-什器備品受贈益1,200,000
76 土地を購入し、土地代金２０，０００，０００円と仲介手数料６６０，０００円を普通預金で支払った。76 土地 20,660,000 普通預金 20,660,000
77 期首に事業用の通信機器およびネットワークシステム一式をリース契約し、使用開始した。当契約は所有権移転外ファイナンス・リース取引と判定され、売買処理によるリース資産とリース債務の計上仕訳を行う。リース期間は５年、契約額は５，２５０，０００円（毎月８７，５００円支払）であり、リース資産及びリース債務の算定にあった手は、リース資産総額の重要性が乏しいので、リース料総額から利息相当額を控除しないものとする。77 リース資産 5,250,000 リース債務（短） 1,050,000

リース債務 4,200,000
78 売買処理によりリース資産及びリース債務を計上したリース取引について、第一回目のリース料87、500円を普通預金から支払った。リース契約額は５，２５０，０００円であり、リース料総額から利息相当額を控除しない方法によっているため、リース債務の計上額は契約額と同額である。78 リース債務（短） 87,500 普通預金 87,500
79 期首に売買契約により資産計上した所有権移転外ファイナンス・リース物件（事業用の通信機器及びネットワークシステム一式、資産計上額５，２５０，０００円、リース期間５年）について、い年分の減か償却費を計上する。79 事業-減価償却費 1,050,000 リース資産 1,050,000
80 新しい会計ソフトを購入し、会計ソフトの代金６５０、０００円及び導入費用３５，０００円、合計６８５，０００円を普通預金で支払った。80 ソフトウエア 685,000 普通預金 685,000
81 法人のホームページについて、会員検索機能や書籍販売ページを追加した全面リニューアルを行い、政策代金２，０００，０００円を普通預金で支払った。81 ソフトウエア 2,000,000 普通預金 2,000,000
82 期首に使用開始した会計ソフト（取得価額685、000円）について決算整理時に定額法により、減価償却を行う（管理費で処理）使用可能期間５年、残存価額はゼロとする。82 管理-減価償却費 137,000 ソフトウエア 137,000
83 法人のロゴマークを新たに作成し、商標権を取得した。ロゴマークの製作委託代金４００，０００円及び登録費用（出願登録印紙代５０，０００円、登記代行手数料１５０，０００円）はすべて普通預金で支払った。登録費用は商標権の取得価額に含めて処理する。83 商標権 600,000 普通預金 600,000
84 研究開発事業における「Ａプロジェクト」の研究成果に関して、特許権を取得した。取得にあたっては、登記費用（出願登録印紙代２５０，０００円、登記代行手数料２００，０００円）を普通預金で支払った。84 特許権 450,000 普通預金 450,000
85 新たに事務所を賃借することになり、契約時に敷金３，０００，０００円を普通預金で支払った。85 敷金 3,000,000 普通預金 3,000,000
86 余裕資金運用の為、社債を１０，２００，０００円で購入し、普通預金で支払った。社債額面は１０，０００，０００円、償還までの期間は４年である。86 投資有価証券 10,200,000 普通預金 10,200,000
87 余裕資金の運用で保有する社債（額面１０，０００，０００円、帳簿価額１０，２００、０００円、その他有価証券区分）の期末時価が９，７００，０００円であったので、決算整理で時価評価を行う87 投資有価証券評価損益等-投資有価証券評価損益等500,000 投資有価証券 500,000
88 余裕資金の運用の為、上場株式であるＡ社株式１０，０００株を１株当たり単価７００円で購入し、代金は普通預金で支払った88 投資有価証券 7,000,000 普通預金 7,000,000
89 余裕資金の運用で保有するＡ社株式１０，０００株（帳簿価額７，０００，０００円、その他有価証券に区分）について、期末の１株当たりの時価が７８０円であったので、決算整理で時価評価を行う89 投資有価証券 800,000 投資有価証券評価損益等-投資有価証券評価損益等800,000
90 余裕資金の運用で保有しているユーロ円債（額面５０，０００，０００円、帳簿価額５０，０００，０００円、、満期保有目的の債券に区分）の当期末時価が４３，０００，０００円であった90 仕訳なし
91 余裕資金の運用で保有しているユーロ円債（額面５０，０００，０００円、帳簿価額５０，０００，０００円、、満期保有目的の債券に区分）の期末時価が１７，０００，０００円となり、回復見込みが不明であるため、決算処理で帳簿価額を時価に切り下げる。91 固定資産減損損失-投資有価証券減損損失33,000,000 投資有価証券 33,000,000
92 余裕資金の運用で保有していた社債（額面１０，０００，０００円、帳簿価額１０，３５０，０００円、その他有価証券に区分）を１０，５００，０００円で売却し、売却代金が普通預金に振り込まれた92 普通預金 10,500,000 投資有価証券 10,350,000

投資有価証券評価損益等-投資有価証券評価損益等150,000

負債の部
流動負債 93 事業で使用するパンフレットを製作し、政策代金２００，０００円の請求書を受領した。 93 事業-印刷製本費 200,000 未払金 200,000

94 請求書受領時に未払金を計上したパンフレットの製作代金２００，０００円を普通預金で支払った94 未払金 200,000 普通預金 200,000
95 期中に制作済みの事業用パンフレットの製作代金１００，０００円の請求書を受け取っていたが、会計処理をしていなかったため、決算整理で未払金を計上する。支払時に費用計上する方法を採用している。95 事業-印刷製本費 100,000 未払金 100,000
96 受託研究を請け負い、完了前に前受金２００，０００円が普通預金に入金された。 96 普通預金 200,000 前受金 200,000
97 受託研究が完了し、成果報告を行った。受託額は５００，０００円である。研究完了前に前受金２００，０００円が入金されており、残額の３００，０００円が普通預金に入金された。前に前受金２００，０００円が普通預金に入金された。97 前受金 200,000 収益-受託事業収益 500,000

普通預金 300,000
98 翌年度実施予定の検定の代金として、検定料５０，０００円が普通預金に入金された。 98 普通預金 50,000 前受金 50,000
99 事前に検定料５０，０００円を受領し、前受金に計上した。検定を実施したので検定収益に振り替える99 前受金 50,000 収益-検定収益 50,000
100 翌年度分の会費５０，０００円が、普通預金に入金された 100 普通預金 50,000 前受会費 50,000
101 前年度に当年度の正会員会費３０，０００円を受け取り、前受会費として貸借対照表に計上している。前受会費を収益へ振り替る処理を行う101 前受会費 30,000 受取会費 30,000
102 顧問弁護士への報酬５０，０００円から、源泉所得税４，１０５円を控除した金額４４，８９５円を普通預金で支払った。顧問弁護士に対する報酬は、管理費としている。102 管理-諸謝金 50,000 普通預金 44,895

預り金 5,105
103 顧問弁護士の報酬から控除した源泉所得税５，１０５円を税務署に普通預金で納付した。 103 預り金 5,105 普通預金 5,105
104 事業部門の職員に給料４００，０００円を支給し、社会保険料２５，０００円と源泉所得税５，０００円を控除した金額３７０，０００円を普通預金で支払った104 事業-給料手当 400,000 普通預金 370,000

預り金 30,000
105 事業部門の職員に対する社会保険料５０，０００円が、普通預金口座より引き落とされた。社会保険料の内訳は、給与支給時に預かった職員負担分（預り金に計上）が２５，０００円、法人負担分が２５，０００円である。105 預り金 25,000 普通預金 50,000

事業-福利厚生費 25,000

106 運転資金に充てるため、銀行から１，０００，０００円の借入を行い、普通預金に入金された。借入期間は３カ月であり、３カ月後に一括返済する。106 普通預金 1,000,000 短期借入金 1,000,000



107 銀行から借り入れた１，０００，０００円（借入期間３カ月）について返済期限が到来したため、理敷く５，０００円と合わせて普通預金で返済した。利息は管理部門の費用とした。107 短期借入金 1,000,000 普通預金 1,005,000
管理-支払利息 5,000

108 銀行から５，０００，０００円の借入を行い、普通預金に入金された。借入期間は５年であり、毎年１，０００，０００円返済する108 普通預金 5,000,000 長期借入金 5,000,000
109 普通預金に８０，０００円の振り込みがあったが、内容は不明であった。 109 普通預金 80,000 仮受金 80,000
110 内容が不明の入金８０，０００円について、出版事業の売上代金８０，０００円であることが判明した。８０，０００円は、入金時に、借受金に計上している110 仮受金 80,000 収益-出版事業収益 80,000
111 決算に当たり、当年度に納付すべき法人税等の額を計算すると、法人税１００，０００円、法人住民税８５，０００円、法人事業税１５，０００円であった。５月末に全額納付予定である。111 法人税、住民税及び事業税 未払法人税等
112 決算で未払法人税等に計上した法人税等２００，０００円を普通預金で納付した 112 未払法人税等 200,000 普通預金 200,000
113 決算に当たり、当年度に納付すべき法人税等の額を計算すると、法人税１００，０００円、法人住民税８５，０００円、法人事業税１５，０００円であった。５月末に全額納付予定である。当年度に納付すべき消費税の額は１００，０００円であり、事業部門の費用とする。中間申告を行っておらず、５月末に全額納付予定である。113 事業-租税公課 100,000 未払消費税等 100,000
114 決算に当たり、当年度に納付すべき消費税の額、99,000円であった。借受消費税等は300,000円、仮払消費税等は200,000円である、中間申告は行っておらず、5月末に全額納付予定である。消費税の処理について税抜経理を採用している。114 仮受消費税等 300,000 仮払消費税等 200,000

未払消費税等 99,000

雑収益-雑収益 1,000
115 決算で未払消費税等に計上した消費税100,000円を普通預金で納付した 115 未払消費税等 100,000 普通預金 100,000
116 貸借対照表に計上されている事業収益に関する未収金5,000,000円に対して貸倒引当金を計上する。未収金はすべて一般債権であり、平均貸倒れ実積率は、20％とさんていされた。116 事業-貸倒引当金繰入額1,000,000 貸倒引当金 1,000,000
117 A社に対する施設使用料収益の未収金300、000円に関して、支払期限が到来しても入金されず、今後の回収予定も不明である。未収金の50％にあたる150,000円を貸倒見積もり高として貸倒れ引当金に計上する。117 事業-貸倒引当金繰入額150,000 貸倒引当金 150,000
118 回収が遅れていたＡ社の未収金300,000円に対して貸倒引当金150,000円を計上している。Ａ社の未収金は、施設貸出事業により発生したものである。Ａ社は、会社清算手続きが終了し、愛さんの分配はゼロであることが確定した。118 貸倒引当金 150,000 未収金 300,000

事業-貸倒損失 150,000
119 Ｂ社が破産手続きを開始したことが判明したため、Ｂ社に対する出版事業の未収金300,000円を破産更生債権等に振り替えるとともに、未収金の全額を貸倒れ見積高として貸倒れ引当金に計上する。119 破産更生債権等 300,000 未収金 300,000

事業-貸倒引当金繰入額300,000 貸倒引当金 300,000
120 経営破綻に陥り、破産更生債権等に振替いたＢ社の未収金300,000円に対して全額貸倒れ引当金を計上している。Ｂ社は、会社清算手段が終了し、残余財産の配分はゼロであることが確定した120 貸倒引当金 300,000 破産更生債権等 300,000
121 決算において、翌年度の6月末に支給する事業部門の職員に対する夏季賞与支給見込み額は600,000円であった。給与規定に定める夏季賞与の支給対象期間は、12月～5月であり、当年度に帰属する支給見込み額について賞与引当金を計上する。121 事業-賞与引当金繰入額400,000 賞与引当金 400,000
122 6月末日に事業部門の職員に対する夏季賞与650,000円を普通予算で支払った。なお、前期決算において賞与引当金を400,000計上している。122 賞与引当金 400,000 普通預金 650,000

事業-賞与 250,000
123 12月に事業部門の職員に対する冬季賞与900,000円を普通預金で支払った。給与規定に定める冬季賞与の支給対象期間は、6月～11月である123 事業-賞与 900,000 普通預金 900,000

固定負債 124 決算において、退職金規定に基づく事業部門の職員に対する退職金の期末自己都合要支給額は3,000,000円であった。帳簿上の退職給付引当金残高2,600,000円との差額400,000円を退職給付引当金として計上する。124 事業-退職給付費用 400,000 退職給付引当金 400,000

125 職員が退職したので、規定基づく退職金500,000円を普通預金で支払った。 125 退職給付引当金 500,000 普通預金 500,000
126 職員が期末日に退職し、退職金支給額が600,000円で確定した 126 退職給付引当金 600,000 未払金 600,000
127 中小企業退職金共済に加入しており、事業部門の職員に対する掛金100,000円を普通預金で支払った。127 事業-退職給付費用 100,000 普通預金 100,000
128 決算において、役員退職金規定による役員退職慰労金の期末要支給額は2,000,000円であった。帳簿上の役員退職慰労引当金残高は1,500,000円であり、差額500,000円を役員退職慰労給付引当金として計上する。役員退職慰労金に関する費用は、管理部門の費用としている。128 管理-役員退職慰労引当金繰入額500,000 役員退職慰労引当金 500,000
129 役員が退任したので、規定に基づく退任時までの退職慰労金1,000,000円を普通預金で支払った。役員退職慰労金に関する費用は、管理部門の費用としている。129 役員退職慰労引当金 800,000 普通預金 1,000,000

130 管理-役員退職慰労金200,000

一般正味財産増減の部130 施設の賃貸に関する保証金500,000円が普通預金に入金された。保証金は、2年後の賃貸契約終了時に返還する契約になっている。130 普通預金 500,000 預り保証金 500,000
経常収益 131 施設の賃貸に関する保証金500,000円を預り、保証金に計上していた。当該施設の賃貸契約が終了したため、保証金全額を返還した。131 預り保証金 500,000 普通預金 500,000

132 基本財産で運用する地方債に対する利息1,500,000円が普通預金に振り込まれた。 132 普通預金 1,500,000 基本財産運用益-基本財産受取利息1,500,000
133 基本財産で運用する地方債に対する利息1,500,000円が普通預金に振り込まれた。運用する株式の配当金30,000円が普通預金に振り込まれた。133 普通預金 30,000 基本財産運用益-基本財産受取配当金30,000
134 基本財産で運用する建物の賃貸料150,000円が普通預金に振り込まれた。 134 普通預金 150,000 基本財産運用益-基本財産受取賃貸料150,000
135 基本財産で運用する社債(額面10,000,000円、帳簿価額9,900,000円）が額面で償還され、普通預金に振り込まれた。135 基本財産-普通預金9,900,000 基本財産-投資有価証券9,900,000

普通預金 100,000 基本財産運用益-基本財産受取利息100,000
136 基本財産で運用する地方債(額面10,000,000円、帳簿価額11,000,000円）が額面で償還され、普通預金に振り込まれた。なお、法人は基本財産を一定に定めているため、帳簿価額と償還金額の差額を基本財産の普通預金に繰り入れる。136 基本財産-普通預金10,000,000 基本財産-投資有価証券11,000,000

基本財産運用益-基本財産受取利息1,000,000
基本財産-普通預金1,000,000 普通預金 1,000,000

137 特定資産の公益目的事業資産で運用する国債の利息800,000円が普通預金に振込まれた。137 普通預金 800,000 特定資産運用益-特定資産受取利息800,000
138 財団法人の社員としての新規入会に伴い、入会金80,000円を現金で受け取る 138 現金 80,000 受取入会金-受取入会金 80,000
139 正会員から会費25,000円が普通預金に振込まれた。 139 普通預金 25,000 受取会費-正会員受取会費25,000
140 特別会員から会費8、500円が普通預金に振込まれた 140 普通預金 8,500 受取会費-特別会員受取会費8,500
141 賛助会員から会費5,600円が普通預金に振込まれた 141 普通預金 5,600 受取会費-賛助会員受取会費5,600
142 検定試験において、検定料68,000円が普通預金に振込まれた 142 普通預金 68,000 収益-検定収益 68,000
143 出版している冊子の代金1,300円が普通預金に振込まれた 143 普通預金 1,300 収益-出版事業収益 1,300
144 国指定の事業実施の為○○省より補助金5,000,000円の交付を受け、普通預金に入金された。当年度内に事業を実施する予定である。144 普通預金 5,000,000 受取補助金等-受取国庫補助金5,000,000
145 民間団体である○○財団より、医療研究の為研究助成金1,000,000円を受け入れ、普通預金に入金された。当年度内に事業を実施する予定である。145 普通預金 1,000,000 受取補助金等-受取民間助成金1,000,000
146 国から補助金交付業務を代行する目的の補助金4,000,000円が普通預金に入金されたされた146 普通預金 4,000,000 預り補助金 4,000,000
147 当法人が同業者団体と共同で実施する事業に係る負担金2,000,000円を普通預金で受け入れた。147 普通預金 2,000,000 受取負担金-受取負担金2,000,000
148 寄付金50,000円を普通預金で受けいれた。寄付者から使途の制約は課されていない 148 普通預金 50,000 受取寄付金-受取寄付金 50,000
149 普通預金の利息280円が振り込まれた 149 普通預金 280 雑収益-受取利息 280
150 余裕資金の運用で保有する国債の利息700円が普通預金に振込まれた 150 普通預金 700 雑収益-受取利息 700

経常費用 151 法人の運営管理をおｋなっている役員の報酬500,000円を支給した。役員報酬は、管理部門の費用とする。支給に当たり、源泉所得税と社会保険料等合計100,000円を預り、差額の400,000円を普通預金で支払った。151 管理-役員報酬 500,000 預り金 100,000
普通預金 400,000

152 管理部門で負担する職員の給料300,000円を支給した。支給に当たり、源泉所得税と社会保険料等の合計50,000円を預り、差額の250,000円を普通預金で支払った。152 管理-給料手当 300,000 預り金 50,000
普通預金 250,000

153 管理部門の職員の給料300,000円を支給した。支給に当たり、源泉所得税と社会保険料等の合計50,000円を預り、差額の250,000円を普通預金で支払った。管理部門の給料は惻隠の十時割合により、事業費二30％、管理費に70％を配賦する153 事業-給料手当 90,000 預り金 50,000
管理-給料手当 210,000 普通預金 250,000

154 12月に事業部門の惻隠に対する冬季賞与1,500,000円を支給した。冬季賞与の支給期間は6月～11月であり、源泉租特税と社会保険料の合計200,000円を預り、差額の1,300,000円を普通預金で支払った。154 事業-賞与 1,500,000 預り金 200,000
普通預金 1,300,000

155 決算において、翌年度の6月に支給する事業部門の職員に対する賞与支給見込み額は1,200,000円であった。6月の支給賞与の支給対象期間は12月～5月までの6カ月あり、当年度に帰属する支給見込み額を当期の費用と計上する。155 事業-賞与引当金繰入額800,000 賞与引当金 800,000
156 事業部門の職員に対する夏季賞与1,000,000円を支給することになり、源泉所得税と社会保険料の合計100,000円を預り、差額の900,000円を普通預金で支払った。この夏季手当に対しては、前年度の支給対象期間に対応する分として賞与引当金800,000円を前期決算において計上している。156 賞与引当金 800,000 預り金 100,000

事業-賞与 200,000 普通預金 900,000

157 職員が退職したので、規定に基づく退職金8,000,000えんを普通預金で支払った。 157 退職給付引当金 8,000,000 普通預金 8,000,000
158 決算において、「退職給付引当金」として計上すべき事業部門の職員分の要支給額が52,000,000円であった。貸借対照表に計上されている退職給付引当金残高46,000,000円と差額6,000,000円を費用計上し、退職給付引当金に繰り入れる。158 事業-退職給付費用6,000,000 退職給付引当金 6,000,000
159 職員から預かっている源泉所得税200,000円を税務署に普通預金で納付した。 159 預り金 200,000 普通預金 200,000
160 管理部門の職員分の社会保険料200,000円を普通預金で納付した。うち、100,000円は職員からの預り金である。160 預り金 100,000 普通預金 200,000

管理-福利厚生費 100,000

161 事業部門の職員の労働保険料の概算額50,000円を普通預金んで納付した。概算額の内、法人負担分は40,000円、職員負担分は10,000円であり、職員負担分について立替金を計上する161 事業-福利厚生費 40,000 普通預金 50,000
立替金 10,000

162 事業部門の職員の給料200,000円を支給し、労働保険料の職員負担分1,000円および源泉所得税5,000円を控除した194,000円を普通預金で支払った。労働保険料の職員負担分については、概算支払時に立替金を計上している。162 事業-給料手当 200,000 立替金 1,000
預り金 5,000
普通預金 194,000

163 事業部門の職員の労働保険料の概算額50,000円を普通預金で納付した。概算額の内、法人負担分は40,000円、職員負担分は10,000円であり、概算納付額を全額福利厚生費で処理し、職員からの保険料の徴収時に費用を戻しいれる方法を採用する。163 事業-福利厚生費 50,000 普通預金 50,000
164 事業部門の職員の給料200,000円を普通預金で納付し、労働保険料の職員負担分は1,000円、及び源泉所得税5,000円を控除した194,000円を普通預金で支払った。労働保険料の職員負担分については、福利厚生費を戻しいれる方法を採用する。164 事業-給料手当 200,000 事業-福利厚生費 1,000

預り金 5,000
普通預金 194,000

165 管理部門の職員の慰安旅行にあたり、法人の負担分として400,000円を現金で支払った 165 管理-福利厚生費 400,000 現金 400,000
166 法人の管理部門で使用する制服を支給した。制服代金は600,000円であり、普通預金で支払った。166 管理-福利厚生費 600,000 普通預金 600,000
167 職員の忘年会を行い、法人負担分として120,000円を現金で支払った 167 管理-福利厚生費 120,000 現金 120,000
168 関連団体との会食代金50,000円を現金で支払った。 168 管理-渉外費 50,000 現金 50,000
169 事業部門の職員が、講演会講師と打ち合わせを行い、食事、飲物代合わせて3,000円を現金で支払った169 事業-会議費 3,000 現金 3,000
170 管理部門の職員から交通費の電車運賃の精算があり、460円を現金で支払った 170 管理-旅費交通費 460 現金 460
171 管理部門の職員が出張することになり、交通費、宿泊費等の概算額150,000円を現金で支払った。171 仮払金 150,000 現金 150,000
172 事業部門の職員から出張旅費の精算があった。清算の内容は、交通費80,000円、宿泊費40,000円、日当20,000円の合計140,000円であり、概算払い額150,000円(仮払金に計上）から生産額を差し引いた残額10,000円の返金を現金で受けた172 事業-旅費交通費 140,000 仮払金 150,000

現金 10,000
173 管理部門の電話代18,000円が普通預金口座から引き落とされた 173 管理-通信運搬費 18,000 普通預金 18,000
174 管理部門で切手3,000円分を現金で購入した。 174 管理-通信運搬費 3,000 現金 3,000
175 購入時に通信運搬費として処理している管理業務用の記っての期末未使用残高が100,000円であった。当法人にとって100,000円は重要な金額であるため、貯蔵品に振替計上する175 貯蔵品 100,000 管理-通信運搬費 100,000
176 物販事業部門の商品300,000円(＠3,000円×100個）を購入し、普通預金で支払った。商品については、購入時に費用処理し、期末に棚卸高を資産計上する方法を採用している。176 事業-商品原価 300,000 普通預金 300,000
177 期末日に物販事業部門の商品棚卸しを行ったところ、期末棚卸高は60,000円(＠3,000円×20個）であった。商品については、仕入時に「商品原価」で費用処理する方法を採用しており、期末棚卸高を商品勘定に振り替えて当年度の商品原価を確定させる。期首の商品棚卸し高はゼロであった。177 商品 60,000 事業-商品原価 60,000
178 事業部門で使用する乗用車について200,000円の減価償却費を計上する 178 事業-減価償却費 200,000 車両運搬具 200,000
179 期首に使用開始した管理業務で使用する複写機(取得価額500,000円）について、決算整理時に税法による定額法により、減価償却を行う。耐用年数は5年、定額法による償却率は0.200とする179 管理-減価償却費 100,000 什器備品 100,000
180 期首に使用開始した管理業務で使用する複写機(取得価額500,000円）について、決算整理時に税法による定率法により、減価償却を行う。耐用年数は5年、償却率は、0.400とする。180 事業-減価償却費 200,000 什器備品 200,000



181 10月に取得した管理用コンピュータ一式(取得価格200,000円）について、決算整理時に定額法により減価償却を行う。耐用年数は5年、定額法による償却率0.200とし、使用開始した10月～翌年3月までの6カ月分を計上する181 管理-減価償却費 20,000 什器備品 20,000
182 期首に取得した事業部門の中古の通信機器(取得価額1,000,000円）について、決算整理時に定額法により減価償却を行う。耐用年数は新規のもので10年であるが、すでに5年使用されているため、税法の定めに従い、耐用年数6年、定額法による償却率0.167とする。182 事業-減価償却費 167,000 什器備品 167,000
183 期首に取得した事業部門の中古の映像音響装置(取得価額1,000,000円）について、決算整理時に定額法により減価償却を行う。耐用年数は新規のもので10年であるが、すでに10年以上使用されているため、税法の定めに従い、耐用年数2年、定額法による償却率0.500とする。183 事業-減価償却費 500,000 什器備品 500,000
184 事業部門のパソコン130,000円を購入し、普通預金で支払った。当法人の経理規定では20万円以上の資産を固定資産としている。184 事業-消耗什器備品費130,000 普通預金 130,000
185 管理部門でボールペン、コピー用紙などの事務用品10,000円を購入し、現金で支払った。 185 管理-消耗品費 10,000 現金 10,000
186 事業部門で使用する書籍2,000円を現金で購入した。 186 事業-新聞図書費 2,000 現金 2,000
187 事業部門で使用している複写機が破損したので修理を行い、修繕代150,000円を普通預金で支払った。187 事業-修繕費 150,000 普通預金 150,000
188 事業用の建物の外壁が老朽化したため、塗装工事を行い、工事代金1,500,000円を普通預金で支払った。当該工事では防水性を強化下施工を行っており、従来通りの塗装の場合の工事代は、1,000,000円である。188 事業-修繕費 1,000,000 普通預金 1,500,000

建物 500,000
189 事業部門で使用している試験装置(什器備品）の修繕を行い、修繕代3,000,000円を普通預金で支払った。修繕の結果、試験装置の使用可能期限が12年～15年に延長された。189 事業-修繕費 2,400,000 普通預金 3,000,000

什器備品 600,000
190 事業部門で販売する出版物300冊分の印刷製本代300,000えんを普通預金で支払った。 190 事業-印刷製本費 300,000 普通預金 300,000
191 管理部門の電気代300,000円が普通預金から引き落とされた。 191 管理-光熱水料費 300,000 普通預金 300,000
192 事業部門で販売する出版物300冊分の印刷製本代300,000えんを普通預金で支払った。使用している複合機の月額リース料20,000円(60か月契約）を普通預金で支払った。192 事業-賃借料 20,000 普通預金 20,000
193 事務所家賃200,000円を普通預金で支払った。事務所の使用割合は事業部門で70％、管理部門で30％であり、この割合で家賃を配賦する。193 事業-賃借料 140,000 普通預金 200,000

管理-賃借料 60,000

194 事業部門の自動車に関する当年度の保険料50,000円を普通預金で支払った。 194 事業-保険料 50,000 普通預金 50,000
195 法人が行った研修会の講師への謝金50,000円から、源泉所得税5105円を差し引いた残額44,895円を普通預金で支払った。195 事業-諸謝金 50,000 預り金 5,105

普通預金 44,895

196 研修会の講師に源泉所得税控除後の手取り額が50,000円になるように謝金を算定し、普通予期で支払った196 事業-諸謝金 55,685 預り金 5,685
普通預金 50,000

197 事業部門で収入印紙を50000円分購入し、現金で支払った。 197 事業-租税公課 50,000 現金 50,000
198 決算において納めるべき消費税の額が1,200,000円となり、当年度の事業部門の費用及び未払消費税等に計上した。護持湯、消費税を普通預金で納付した。(決算時）198 事業-租税公課 1,200,000 未払消費税等 1,200,000

（納付時） 未払消費税等 1,200,000 普通預金 1,200,000

199 前年度分の消費税額200,000円を普通預金で納付した。決算時には消費税の費用処理及び未払計上は行っておらず、納付時に管理部門の費用に計上する。199 管理-租税公課 200,000 普通預金 200,000
200 決算において法人税等の額を算定した結果、1,000,000円となり、当年度の費用および未払法人税等に計上する200 事業-法人税、住民税及び事業税1,000,000 未払法人税等 1,000,000
201 決算において法人税等の額を算定した結果、50,000円となった。重要性に乏しい金額の為、事業費の租税公課及び未払金で処理する。201 事業-租税公課 50,000 未払金 50,000
202 決算で未払い法人税に計上した法人税等1,000,000円を普通預金で納付した。 202 未払法人税等 1,000,000 普通預金 1,000,000
203 固定資産税80,000円を普通預金で納付した。全額、事業費として処理する。 203 事業-租税公課 80,000 普通預金 80,000
204 法人所有の乗用車について自動車税45,000円を普通預金で納付した。全額、事業費として処理する。204 事業-租税公課 45,000 普通預金 45,000

205 新聞に法人を紹介する広告を掲載し、広告代金1,000,000円を普通預金で支払った。全額、管理費として処理する。205 管理-広告宣伝費 1,000,000 普通預金 1,000,000
206 法人の業務内容を紹介するホームページの更新費用300,000円を普通預金から支払った。全額、管理費として処理する206 管理-広告宣伝費 300,000 普通預金 300,000
207 事業部門で当年度の助成事業として交付が決定した団体に1,000,000円の助成金を普通預金で支払った。207 事業-支払助成金 1,000,000 普通預金 1,000,000
208 顧問税理士への顧問料100,000えんから、源泉所得額10,210円を差し引いた残額89,790円を普通預金で支払った。全額、管理費として処理する。208 管理-支払手数料 100,000 預り金 10,210

普通預金 89,790
209 税理士法人への顧問料100,000円を普通預金で支払った。全額、管理費として処理する。 209 管理-支払手数料 100,000 普通預金 100,000
210 法人が出版している書籍の販売先が倒産し、未収金150,000円が回収不能となった。なお、貸倒引当金の設定はしていない。210 事業-貸倒損失 150,000 未収金 150,000
211 事業部門において、関連団体と共同で実施する事業の当法人負担経費200,000円を普通預金で支払った211 事業-支払負担金 200,000 普通預金 200,000
212 当法人の関連事業を営んでいる団体に対して、管理部門で50,000円の寄付を行い、普通預金から支払った。212 管理-支払寄付金 50,000 普通預金 50,000
213 当法人の関連団体に会費70,000円を現金で支払った。全額、管理費として処理する。 213 管理-諸会費 70,000 現金 70,000
214 管理部門でお茶菓子を1,000円購入し、現金で支払った。 214 管理-雑費 1,000 現金 1,000

評価損益等215 一般正味財産を充当した基本財産の地方債(帳簿価額30,000,000円、その他有価証券に区分）の期末時価が29,700,000円であったので、決算整理で時価評価を行う。215 基本財産評価損益等-基本財産評価損益等300,000 基本財産-投資有価証券 300,000
216 一般正味財産を充当した基本財産の社債(帳簿価額10,750,000円、その他有価証券に区分）を11,000,000円で売却し、売却代金は基本財産の普通預金口座に入金された。216 基本財産-普通預金10,750,000 基本財産-投資有価証券10,750,000

普通預金 250,000 基本財産評価損益等-基本財産評価損益等250,000

217 一般正味財産を充当した50周年事業積立資産として保有する地方債（帳簿価額7,000,000円、その他有価証券に区分）の期末時価が7,200,000円であったので、決算整理で時価評価を行う。217 特定資産-記念事業積立資産200,000 特定資産評価損益等-記念事業積立資産評価損益等200,000

218 財政調整積立資産として余裕する国債(帳簿価額30,200,000円、その他有価証券に区分）を30,150,000円で売却し、売却代金は同特定資産の普通預金口座に入金された218 特定資産-財政調整積立資産30,150,000 特定資産評価損益等-財政調整積立資産評価損益等30,200,000
特定資産評価損益等-財政調整積立資産評価損益等50,000

219 余裕資金の運用の為保有する地方債(帳簿価額5,200,000円、その他有価証券に区分）の期末時価が5,050,000円であったので、決算整理で時価評価を行う。219 投資有価証券評価損益等-投資有価証券評価損益等150,000 投資有価証券 150,000
220 余裕資金の運用の為保有するＢ社株式10,000株(帳簿価額6,800,000円）を7,500,000円で売却し、売却代金が普通預金に振込まれた。220 普通預金 7,500,000 投資有価証券 6,800,000

投資有価証券評価損益等-投資有価証券評価損益等700,000
経常外収益・費用221 管理部門か使用していた土地500,000円を1,000,000円で売却し、仲介手数料90,000円を差し引いた残額910,000円が普通預金に入金された。221 普通預金 910,000 土地 500,000

管理-支払手数料 90,000 固定資産売却益-土地売却益500,000
222 法人で使用している車(帳簿価額200,000円）を150,000円で売却し、売却代金が普通預金に入金された222 普通預金 150,000 車両運搬具 200,000

固定資産売却損-車両運搬具売却損50,000
223 書棚(帳簿価額100,000円）が破損したので、処分業者に処分費用5000円を現金で支払い、廃棄処分した。223 固定資産除却損-什器備品除却損105,000 什器備品 100,000

現金 5,000

224 時価3,000,000円の買いがについて、使途に関する制約はない寄贈を受けた。 224 美術品 3,000,000 固定資産受贈益-美術品受贈益3,000,000

225 前年度の決算において計上した建物の減価償却費が1,000,000円過大であったことが判明したため、前年度の減価償却費を適正な金額二修正する225 建物 1,000,000 過年度修正益 1,000,000

226 前年度の決算において計上した建物の減価償却費が1,000,000円過大であったことが判明したため、前年度の減価償却費を適正な金額二修正する決算における退職給付引当金の計上額が2,000,000円過小であったことが判明したため、適正な金額二修正する。226 過年度修正損- 2,000,000 退職給付引当金 2,000,000
227 その他固定資産に計上している土地（帳簿価額10,000,000円）の時価が3,000,000円に下落した。今後この土地の時価が回復する見込みは不明であるため、決算整理で帳簿価額を時価に引き下げる。227 固定資産減損損失-土地減損損失7,000,000 土地 7,000,000

228 法人所有の建物(帳簿価値3,000,000円）が火災で全焼した。後日、この火災による保険金1,500,000円が普通預金に入金された。228 普通預金 1,500,000 建物 3,000,000
災害損失 1,500,000

他会計貸借・振替額229 職員給料2,000,000円を法人会計の普通預金で支払った。給料の内訳は、公益目的事業部門が1,500,000円、法人管理部門が500,000円である229 事業-給料手当 1,500,000 他会計振替-法人会計 1,500,000
管理-給料手当 500,000 普通預金 2,000,000
他会計振替-公益法人会計1,500,000

230 公益目的事業の財源確保のために、収益事業等会計の利益～、公益目的事業会計に500,000円を振り替えた。利益の振替ハ普通預金の移動により実施した。230 普通預金 500,000 他会計振替額- 500,000
他会計振替額- 500,000 普通預金 500,000

指定正味財産の部231 法人の設立に当たり、定期預金1,000,000円の寄付を受けた。クフ者からは、定期預金を基本財産として保有し、預金利息を法人の事業財源とする旨の差ざめを受けている。231 基本財産-定期預金1,000,000 指定-受取寄付金-受取寄付金1,000,000
232 Ｆ社株式1,000株の寄付を受けた。寄付者からは、株式を基本財産として保有し、株式配当金を法人の事業の財源とする旨の定めを受けている。受贈日におけるＦ社株式の株価は1株につき7,000円であった。232 基本財産-投資有価証券7,000,000 指定-固定資産受贈益-投資有価証券受贈益7,000,000
233 土地（時価10,000,000円）および建物(時価15,000,000円）の寄付を受けた。この土地建物は、寄贈者から基本財産として保有し、研修事業(公益目的事業）を行うために使用する旨の定めを受けている。233 基本財産-土地 10,000,000 指定-固定資産受贈益-土地受贈益10,000,000

基本財産-建物 15,000,000 指定-固定資産受贈益-建物受贈益15,000,000
234 指定正味財産を充当した基本財産の建物の減価償却費300,000円を事業費に計上する。この建物は、寄贈により受け入れたものである。234 事業-減価償却費 300,000 基本財産-建物 300,000

指定-一般正味財産への振替額300,000 固定資産受贈益-建物受贈益振替額300,000

235 研究開発用の機器(時価20,000,000円）の寄贈を受けた。寄贈者からは、当該試験機器を研究開発事業の「ＭＹプロジェクト」に使用する旨の定めを受けている。235 特定資産-什器備品20,000,000 指定-固定資産受贈益-什器備品受贈益20,000,000

236 指定正味財産を充当した特定資産の什器備品の減価償却費2,500,000円を事業費に計上する。この什器備品は、寄贈により受け入れたものである。236 事業-減価償却費 2,500,000 特定資産-什器備品 2,500,000
指定-一般正味財産への振替額2,500,000 固定資産受贈益-固定資産受贈益振替額2,500,000

237 寄付者から奨学金事業に使用する旨の使途の制約を受けた寄付金5,000,000円を普通預金で受け入れた。237 特定資産-奨学金事業積立資産5,000,000 指定-受取寄付金-受取寄付金5,000,000

238 指定正味財産(寄付金）を充当した奨学金事業積立資産の普通預金から奨学金500,000円の支給を行った238 事業-支払奨学金 500,000 特定資産-奨学金事業積立資産500,000
指定-一般正味財産への振替額500,000 受取寄付金-受取寄付金振替額500,000

239 民間団体である○○財団より研究事業用建物の取得資金としての使途を特定された助成金10,000,000円を受け入れ、建物を取得した。239 普通預金 10,000,000 指定-受取補助金等-受取民間助成金10,000,000
特定資産-建物 10,000,000 普通預金 10,000,000

240 指定正味財産を充当した特定資産の建物の減価償却費200,000円を事業費に計上する。この建物は、○間ｒｙ財団からの助成金により取得したものである。240 事業-減価償却費 200,000 基本財産-建物 200,000
指定-一般正味財産への振替額200,000 受取補助金等-受取民間助成金等振替額200,000

241 指定正味財産を充当した奨学金事業積立資産で運用する社債30,000,000円に対する利息300,000円が普通預金に振り込まれた。社債の利息も奨学金の支給に使用する旨の定めを寄付者から受けている。241 特定資産-奨学金事業積立資産300,000 特定資産運用益-奨学金事業積立資産受取利息300,000

242 指定正味財産を充当した基本財産の地方債(帳簿価額2,200,000円、その他有価証券に区分）の期末時価が1,900,000円であったので、決算整理で時価評価を行う。242 指定-基本財産評価損-基本財産評価損300,000 基本財産-投資有価証券 300,000
243 指定正味財産を充当した基本財産の社債(額面10,000,000円、取得価額9,500,000円、満期保有目的の再建に区分）を当期首に取得した。取得時から満期までの期間は5年であり、償却原価法(定額法）を適用して期末評価の決算整理仕訳を行う。243 基本財産-投資有価証券100,000 基本財産運用益-基本財産受取利息100,000
244 指定正味財産を充当した基本財産の社債(額面10,000,000円、取得価額9,800,000円、満期保有目的の再建に区分）を当期首に取得した。この社債は、取得時から償還までの期間は5年である。取得価額と額面の差額に重要性は乏しいと判断し、償却原価法は適用しない。244 仕訳なし
245 指定正味財産を充当した基本財産の社債（満期保有目的の債権に区分）の利息200,000円が普通預金に振込まれた。当該社債については、償却原価法を適用している。245 普通預金 200,000 基本財産運用益-基本財産受取利息200,000

指定-一般正味財産への振替額200,000 基本財産運用益-基本財産受取利息振替額200,000
246 指定正味財産を充当した基本財産の社債（帳簿価額9,000,000円、満期保有目的の債券区分）の来待時価が3,000,000円となり、回復する見込みがないため決算整理で減損を実施する246 固定資産減損損失-投資有価証券減損損失6,000,000 基本財産-投資有価証券6,000,000

指定-一般正味財産への振替額6,000,000 固定資産受贈益-投資有価証券受贈益振替額6,000,000
247 指定正味財産を充当した基本財産の建物(帳簿価額6,800,000円）が火災により焼失した 247 災害損失-建物火災損失6,800,000 基本財産-建物 6,800,000

指定-一般正味財産への振替額6,800,000 固定資産受贈益-建物受贈益振替額6,800,000

基金増減の部248 定款の定めに従って基金の募集を行い、基金の引受者より普通預金10,000,000円を受け入れた248 普通預金 10,000,000 基金受入額-基金受入額10,000,000
249 定時社員総会で、基金10,000,000円のうち2,000,000円を返還する旨決議を行い、普通預金から基金拠出者に返還を行った。249 基金返還額-基金返還額2,000,000 普通預金 2,000,000

816,034,250 816,034,250

すべて「０」確認借方・貸方合計比較
であること 0



合計・残高試算表

借方残高 借方合計 勘定科目 貸方合計 貸方残高
資産の部
（流動資産）

-925,560 170,000 現金 1,095,560 925,560
-300 300 現金過不足 600 300
33,000 35,000 小口現金 2,000 -33,000

0 0 当座預金 0 0
-268,237,855 67,438,750 普通預金 335,676,605 268,237,855

0 1,000,000 定期預金 1,000,000 0
2,040,000 2,040,000 外貨預金 0 -2,040,000

0 0 受取手形 0 0
100,000 1,000,000 未収会費 900,000 -100,000
-750,000 530,000 未収金 1,280,000 750,000

0 0 未収収益 0 0
0 100,000 前払金 100,000 0
0 0 前払費用 0 0

9,000 40,000 立替金 31,000 -9,000
0 170,000 仮払金 170,000 0

-200,000 0 仮払消費税等 200,000 200,000

0 0 有価証券 0 0
155,000 970,000 商品 815,000 -155,000
150,000 225,000 貯蔵品 75,000 -150,000
560,000 600,000 出版物 40,000 -560,000

-1,000,000 450,000 貸倒引当金 1,450,000 1,000,000
0 0

（固定資産）
0 0 基本財産 0 0

20,000,000 20,000,000 　土地 0 -20,000,000
32,700,000 40,000,000 　建物 7,300,000 -32,700,000

0 0 　美術品 0 0
11,000,000 11,000,000 　定期預金 0 -11,000,000
23,750,000 63,000,000 　投資有価証券 39,250,000 -23,750,000
-16,350,000 31,650,000 　普通預金 48,000,000 16,350,000

0 0 特定資産 0 0
0 0 　○○特定資産 0 0

5,000,000 5,000,000 　調査研究事業基金資産（普通預金） 0 -5,000,000
0 0 　公益目的事業資産（定期預金・有価証券）0 0

4,800,000 5,300,000 　奨学金事業積立資産（普通預金） 500,000 -4,800,000
10,200,000 10,200,000 　記念事業積立資産（定期預金・有価証券）0 -10,200,000
30,150,000 30,150,000 　財政調整積立資産（定期預金・有価証券・普通預金）0 -30,150,000

0 0 　役員退職慰労引当資産 0 0
4,750,000 6,000,000 　退職給付引当資産 1,250,000 -4,750,000

0 0 　減価償却引当資産（定期預金・有価証券）0 0
51,200,000 51,200,000 　会館建設積立資産（定期預金・有価証券）0 -51,200,000

0 0 　修繕積立資産（定期預金・有価証券） 0 0
0 0 　預り保証金積立引当資産（定期預金・有価証券）0 0
0 0 　土地 0 0

10,000,000 10,000,000 　建物 0 -10,000,000
47,500,000 50,000,000 　什器備品 2,500,000 -47,500,000

0 0 その他固定資産 0 0
154,300,000 157,300,000 建物 3,000,000 -154,300,000

0 0 建物付属設備 0 0
5,000,000 5,000,000 構築物 0 -5,000,000
322,000 2,000,000 車両運搬具 1,678,000 -322,000
1,078,000 2,430,000 什器備品 1,352,000 -1,078,000
3,000,000 3,000,000 美術品 0 -3,000,000
13,160,000 20,660,000 土地 7,500,000 -13,160,000

0 50,000,000 建設仮勘定 50,000,000 0
0 0 借地権 0 0
0 0 電話加入権 0 0

4,200,000 5,250,000 リース資産 1,050,000 -4,200,000
450,000 450,000 特許権 0 -450,000
600,000 600,000 商標権 0 -600,000
2,548,000 2,685,000 ソフトウエア 137,000 -2,548,000

0 0 ソフトウエア仮勘定 0 0
3,000,000 3,000,000 敷金 0 -3,000,000

0 0 保証金 0 0
0 0 長期性預金 0 0

-32,800,000 18,000,000 投資有価証券 50,800,000 32,800,000
0 0 子会社株式 0 0
0 0 関連会社株式 0 0
0 0 長期未収金 0 0
0 300,000 破産更生債権等 300,000 0
0 0 貸倒引当金 0 0

負債の部
（流動負債）

0 0 支払手形 0 0
-750,000 200,000 未払金 950,000 750,000

0 0 未払費用 0 0
200,000 1,200,000 未払法人税等 1,000,000 -200,000
-99,000 1,300,000 未払消費税等 1,399,000 99,000
-20,000 30,000 前受会費 50,000 20,000

0 250,000 前受金 250,000 0
0 0 前受収益 0 0

-236,000 330,105 預り金 566,105 236,000
-4,000,000 0 預り補助金 4,000,000 4,000,000

0 80,000 仮受金 80,000 0
300,000 300,000 仮受消費税等 0 -300,000

0 1,000,000 短期借入金 1,000,000 0
0 0 1年以内返済予定長期借入金 0 0

-962,500 87,500 リース債務（売買処理、短期） 1,050,000 962,500
0 1,200,000 賞与引当金 1,200,000 0

0
固定負債 0

0 0 長期未払金 0 0
-5,000,000 0 長期借入金 5,000,000 5,000,000
-4,200,000 0 リース債務（売買処理、長期） 4,200,000 4,200,000
1,950,000 10,350,000 退職給付引当金 8,400,000 -1,950,000
300,000 800,000 役員退職慰労引当金 500,000 -300,000

0 0 受入保証金 0 0
0 0 預り敷金 0 0
0 500,000 預り保証金 500,000 0

10,000 10,000 ”” 0 -10,000

正味財産の部
基金

0 0 　基金 0 0
0 0 （うち基本財産への充当額） 0 0
0 0 （うち特定資産への充当額） 0 0
0 0 指定正味財産 0 0
0 0 　国庫補助金 0 0
0 0 　地方公共団体補助金 0 0
0 0 　民間補助金 0 0
0 0 　寄付金 0 0
0 0 （うち基本財産への充当額） 0 0
0 0 （うち特定資産への充当額） 0 0
0 0 一般正味財産 0 0
0 0 　代替基金 0 0
0 0 　一般正味財産 0 0
0 0 （うち基本財産への充当額） 0 0
0 0 （うち特定資産への充当額） 0 0

一般正味財産増減の部
（経常収益）

0 0 基本財産運用益 0 0
-2,350,000 1,000,000 　基本財産受取利息 3,350,000 2,350,000
-200,000 0 　基本財産受取利息振替額 200,000 200,000
-30,000 0 　基本財産受取配当金 30,000 30,000



-150,000 0 　基本財産受取賃貸料 150,000 150,000
0 0 特定資産運用益 0 0

-800,000 0 　特定資産受取利息 800,000 800,000
0 0 　特定資産受取配当金 0 0
0 0 　特定資産受取賃貸料 0 0

-300,000 0 　奨学金事業積立資産受取利息 300,000 300,000

0 0 受取入会金 0 0
-80,000 0 　受取入会金 80,000 80,000

-1,030,000 0 受取会費 1,030,000 1,030,000
-25,000 0 　正会員受取会費 25,000 25,000

0 0 　準会員受取会費 0 0
-8,500 0 　特別会員受取会費 8,500 8,500
-5,600 0 　賛助会員受取会費 5,600 5,600

0 0 　購読会員受取会費 0 0
0
0 0 事業収益 0 0
0 0 　○○事業収益 0 0
0 0 　調査事業収益 0 0

-1,000,000 0 　受託事業収益 1,000,000 1,000,000
-100,000 0 　賃貸事業収益 100,000 100,000
-118,000 0 　検定収益 118,000 118,000

0 0 　研修事業収益 0 0
0 0 　研究開発事業収益 0 0
0 0 　技術審査事業収益 0 0
0 0 　評価事業収益 0 0

-111,300 0 　出版事業収益 111,300 111,300
0 0 　広告事業収益 0 0
0
0 0 受取補助金等 0

-5,000,000 0 　受取国庫補助金 5,000,000 5,000,000
0 0 　受取地方公共団体補助金 0 0
0 0 　受取民間補助金 0 0
0 0 　受取国庫助成金 0 0
0 0 　受取地方公共団体助成金 0 0

-1,000,000 0 　受取民間助成金 1,000,000 1,000,000
-200,000 0 　受取民間助成金等振替額 200,000 200,000

0 0 　受取補助金等振替額 0 0

0 0 受取負担金 0 0
-2,000,000 0 　受取負担金 2,000,000 2,000,000

0 0 　受取負担金振替額 0 0
0 0 受取寄付金- 0 0

-5,050,000 0 　受取寄付金 5,050,000 5,050,000
0 0 　募金収益 0 0

-500,000 0 　受取寄付金振替額 500,000 500,000
0 0 雑収益 0 0

-30,980 0 　受取利息 30,980 30,980
0 0 　有価証券運用益 0 0

-20,000 0 　為替差益 20,000 20,000
-1,000 0 　雑収益 1,000 1,000

（経常費用）
（事業費）

0 0 役員報酬 0 0
2,390,000 2,390,000 給料手当 0 -2,390,000

0 0 臨時雇賃金 0 0
2,850,000 2,850,000 賞与 0 -2,850,000
1,200,000 1,200,000 賞与引当金繰入額 0 -1,200,000

0 0 役員退職慰労金 0 0
0 0 役員退職慰労引当金繰入額 0 0

6,500,000 6,500,000 退職給付費用 0 -6,500,000
0 0 法定福利費 0 0

114,000 115,000 福利厚生費 1,000 -114,000
3,300 3,300 会議費 0 -3,300
0 0 渉外費 0 0

160,000 160,000 旅費交通費 0 -160,000
60,300 85,300 通信運搬費 25,000 -60,300

6,215,000 6,215,000 減価償却費 0 -6,215,000
130,000 130,000 消耗什器備品費 0 -130,000
2,000 2,000 消耗品費 0 -2,000
2,000 2,000 新聞・図書費 0 -2,000

3,550,000 3,550,000 修繕費 0 -3,550,000
1,090,000 1,190,000 印刷製本費 100,000 -1,090,000

0 0 燃料費 0 0
8,000 8,000 光熱水料金 0 -8,000
0 0 保守費 0 0

460,000 460,000 賃借料 0 -460,000
50,000 50,000 保険料 0 -50,000
105,685 105,685 諸謝金 0 -105,685
1,525,000 1,525,000 租税公課 0 -1,525,000
1,050 1,050 支払手数料 0 -1,050
0 0 諸会費 0 0
0 0 広告宣伝費 0 0

200,000 200,000 支払負担金 0 -200,000
1,000,000 1,000,000 支払助成金 0 -1,000,000

0 0 支払寄付金 0 0
500,000 500,000 支払奨学金 0 -500,000

0 0 委託費 0 0
0 0 支払利息 0 0
0 0 有価証券運用損 0 0
0 0 雑費 0 0

1,260,000 1,470,000 商品費 210,000 -1,260,000
240,000 300,000 商品原価 60,000 -240,000
45,000 45,000 商品評価損 0 -45,000

1,000,000 1,000,000 法人税、住民税及び事業税 0 -1,000,000
1,450,000 1,450,000 貸倒引当金繰入額 0 -1,450,000
330,000 330,000 貸倒損失 0 -330,000

0 0 雑損失 0 0
0 0 0 0

（管理費）
500,000 500,000 役員報酬 0 -500,000
1,010,000 1,010,000 給料手当 0 -1,010,000

0 0 臨時雇賃金 0 0
0 0 賞与 0 0
0 0 賞与引当金繰入額 0 0

200,000 200,000 役員退職慰労金 0 -200,000
500,000 500,000 役員退職慰労引当金繰入額 0 -500,000

0 0 退職給付費用 0 0
0 0 法定福利費 0 0

1,220,000 1,220,000 福利厚生費 0 -1,220,000
0 0 会議費 0 0

50,000 50,000 渉外費 0 -50,000
460 460 旅費交通費 0 -460

-78,500 21,500 通信運搬費 100,000 78,500
392,000 392,000 減価償却費 0 -392,000

0 0 消耗什器備品費 0 0
10,000 10,000 消耗品費 0 -10,000

0 0 図書費 0 0
0 0 修繕費 0 0
0 0 印刷製本費 0 0



0 0 燃料費 0 0
300,000 300,000 光熱水料費 0 -300,000

0 0 保守費 0 0
60,000 60,000 賃借料 0 -60,000

0 0 保険料 0 0
50,000 50,000 諸謝金 0 -50,000
200,000 200,000 租税公課 0 -200,000
290,000 290,000 支払手数料 0 -290,000
70,000 70,000 諸会費 0 -70,000

1,300,000 1,300,000 広告宣伝費 0 -1,300,000
0 0 支払負担金 0 0

50,000 50,000 支払寄付金 0 -50,000
0 0 委託費 0 0

5,000 5,000 支払利息 0 -5,000
1,000 1,000 雑費 0 -1,000
300 300 雑損失 0 -300

評価損益等
0 0 基本財産評価損益等 0 0

1,050,000 1,300,000 　基本財産評価収益等 250,000 -1,050,000
0 0 特定資産評価損益等 0 0
0 0 　○○特定資産評価損益等 0 0
0 0 　公益目的事業資産評価損益等 0 0

-200,000 0 　記念事業積立資産評価損益等 200,000 200,000
-30,150,000 50,000 　財政調整積立資産評価損益等 30,200,000 30,150,000

0 0 　役員退職慰労引当資産評価損益等 0 0
0 0 　退職給付引当資産評価損益等 0 0
0 0 　減価償却引当資産評価損益等 0 0

-1,700,000 0 　会館建設積立資産評価損益等 1,700,000 1,700,000
0 0 　修繕積立資産評価損益等 0 0
0 0 　預り補償金積立引当資産評価損益等 0 0
0 0
0 0 投資有価証券評価損益等 0 0

-1,000,000 650,000 　投資有価証券評価損益等 1,650,000 1,000,000

経常外収益
0 0 固定資産売却益 0 0
0 0 　建物売却益 0 0

-30,000 0 　車両運搬具売却益 30,000 30,000
0 0 　什器備品売却益 0 0

-500,000 0 　土地売却益 500,000 500,000
0 0 　借地権売却益 0 0
0 0 　電話加入権売却益 0 0
0 0 固定資産受贈益 0 0

-10,000,000 0 　土地受贈益 10,000,000 10,000,000
-25,000,000 0 　建物受贈益 25,000,000 25,000,000
-5,000,000 0 　投資有価証券受贈益　 5,000,000 5,000,000
-1,200,000 0 　什器備品受贈益 1,200,000 1,200,000
-3,000,000 0 　美術品受贈益 3,000,000 3,000,000

-30,000,000 0 固定資産受贈益振替額 30,000,000 30,000,000
-2,500,000 0 　固定資産受贈益振替額 2,500,000 2,500,000
-1,000,000 0 過年度修正益 1,000,000 1,000,000

0 0 　過年度減価償却費修正益 0 0
0 0 　過年度退職給付引当金修正益 0 0

経常外費用
0 0 固定資産売却損 0 0
0 0 　建物売却損 0 0

50,000 50,000 　車両運搬具売却損 0 -50,000
0 0 　什器備品売却損 0 0
0 0 　土地売却損 0 0
0 0 　借地権売却損 0 0
0 0 　電話加入権売却損 0 0
0 0 固定資産減損損失（投資有価証） 0 0

39,000,000 39,000,000 　投資有価証券減損損失 0 -39,000,000
7,000,000 7,000,000 　土地減損損失 0 -7,000,000
1,500,000 1,500,000 災害損失 0 -1,500,000

0 0 　災害損失 0 0
6,800,000 6,800,000 　建物火災損失 0 -6,800,000

0 0 固定資産除却損（車両・什器備品） 0 0
0 0 　車両運搬具除却損 0 0

235,000 235,000 　什器備品除却損 0 -235,000
2,000,000 2,000,000 過年度修正損（退職給付引当金、減価償却費、他）0 -2,000,000

0 0 　過年度減価償却費修正損 0 0
0 0 　過年度退職給付引当金修正損 0 0
0 500,000 他会計振替額（法人会計、公益法人会計）500,000 0

1,500,000 1,500,000 　公益法人会計 0 -1,500,000
-1,500,000 0 　法人会計 1,500,000 1,500,000

0 0 　他収益会計 0 0
0 0 　他会計振替損 0 0

指定正味財産増減の部
0 0 受取補助金等 0 0
0 0 　受取国庫補助金 0 0
0 0 　受取地方公共団体補助金 0 0
0 0 　受取民間補助金 0 0
0 0 　受取国庫助成金 0 0
0 0 　受取地方公共団体助成金 0 0

-10,000,000 0 　受取民間助成金 10,000,000 10,000,000
0 0
0 0 受取負担金 0 0
0 0 　受取負担金 0 0
0 0 　受取負担金振替額 0 0
0 0 受取寄付金 0 0

-6,000,000 0 　受取寄付金 6,000,000 6,000,000
0 0 　受取寄付金振替額 0 0
0 0 　募集収益 0 0
0 0 固定資産受贈益（有価証券） 0 0

-7,000,000 0 　投資有価証券受贈益 7,000,000 7,000,000
-6,000,000 0 　投資有価証券受贈益振替額 6,000,000 6,000,000
-10,000,000 0 　土地受贈益 10,000,000 10,000,000

0 0 　土地受贈益振替額 0 0
-15,000,000 0 　建物受贈益 15,000,000 15,000,000
-7,100,000 0 　建物受贈益振替額 7,100,000 7,100,000
-20,000,000 0 　什器備品受贈益 20,000,000 20,000,000

0 0 　什器備品受贈益振替額 0 0
0 0 基本財産評価益 0 0

-1,500,000 0 　基本財産評価益 1,500,000 1,500,000
0 0 特定資産評価益 0 0
0 0 　○○特定資産評価益 0 0
0 0 　公益目的事業資産評価益 0 0
0 0 　記念事業積立評価益 0 0
0 0 　会館建設積立資産評価益 0 0
0 0 基本財産評価損 0 0

300,000 300,000 　基本財産評価損 0 -300,000
0 0 特定資産評価損 0 0
0 0 　○○特定資産評価損 0 0
0 0 　公益目的事業資産評価損 0 0
0 0 　記念事業積立評価損 0 0
0 0 　会館建設積立資産評価損 0 0

16,500,000 16,500,000 一般正味財産への振替額 0 -16,500,000
0 0 　一般正味財産への振替額 0 0
0 0 　土地受贈益振替額 0 0
0 0 　建物受贈益振替額 0 0
0 0 　什器備品贈益振替額 0 0

基金増減の部
基金受入額

-10,000,000 0 　基金受入額 10,000,000 10,000,000

基金返還額
2,000,000 2,000,000 　基金返還額 0 -2,000,000

0 816,034,250 816,034,250 0

残高比較 借方-合計比較 貸方-合計比較残高比較
0 0 0 0



貸借対照表（ＢＳ） 正味財産増減計算書

資産の部 金額 負債の部 （経常費用） 金額 （経常収益） 金額
（流動資産） （流動負債） （事業費） 基本財産運用益 0
現金 -925,560 支払手形 0 役員報酬 0 　基本財産受取利息 2,350,000
現金過不足 -300 未払金 750,000 給料手当 2,390,000 　基本財産受取利息振替額200,000
小口現金 33,000 未払費用 0 臨時雇賃金 0 　基本財産受取配当金 30,000
当座預金 0 未払法人税等 -200,000 賞与 2,850,000 　基本財産受取賃貸料 150,000
普通預金 -268,237,855 未払消費税等 99,000 賞与引当金繰入額 1,200,000 特定資産運用益 0
定期預金 0 前受会費 20,000 役員退職慰労金 0 　特定資産受取利息 800,000
外貨預金 2,040,000 前受金 0 役員退職慰労引当金繰入額 0 　特定資産受取配当金 0
受取手形 0 前受収益 0 退職給付費用 6,500,000 　特定資産受取賃貸料 0
未収会費 100,000 預り金 236,000 法定福利費 0 　奨学金事業積立資産受取利息300,000
未収金 -750,000 預り補助金 4,000,000 福利厚生費 114,000
未収収益 0 仮受金 0 会議費 3,300 受取入会金 0
前払金 0 仮受消費税等 -300,000 渉外費 0 　受取入会金 80,000
前払費用 0 短期借入金 0 旅費交通費 160,000 受取会費 1,030,000
立替金 9,000 1年以内返済予定長期借入金0 通信運搬費 60,300 　正会員受取会費 25,000
仮払金 0 リース債務（売買処理、短期）962,500 減価償却費 6,215,000 　準会員受取会費 0
仮払消費税等 -200,000 賞与引当金 0 消耗什器備品費 130,000 　特別会員受取会費 8,500

0 消耗品費 2,000 　賛助会員受取会費 5,600
有価証券 0 固定負債 0 新聞・図書費 2,000 　購読会員受取会費 0
商品 155,000 長期未払金 0 修繕費 3,550,000
貯蔵品 150,000 長期借入金 5,000,000 印刷製本費 1,090,000 事業収益 0
出版物 560,000 リース債務（売買処理、長期）4,200,000 燃料費 0 　○○事業収益 0
貸倒引当金 -1,000,000 退職給付引当金 -1,950,000 光熱水料金 8,000 　調査事業収益 0

0 役員退職慰労引当金-300,000 保守費 0 　受託事業収益 1,000,000
受入保証金 0 賃借料 460,000 　賃貸事業収益 100,000

（固定資産） 預り敷金 0 保険料 50,000 　検定収益 118,000
基本財産 0 預り保証金 0 諸謝金 105,685 　研修事業収益 0
　土地 20,000,000 ”” -10,000 租税公課 1,525,000 　研究開発事業収益 0
　建物 32,700,000 支払手数料 1,050 　技術審査事業収益 0
　美術品 0 正味財産の部 諸会費 0 　評価事業収益 0
　定期預金 11,000,000 基金 広告宣伝費 0 　出版事業収益 111,300
　投資有価証券 23,750,000 　基金 0 支払負担金 200,000 　広告事業収益 0
　普通預金 -16,350,000 （うち基本財産への充当額） 0 支払助成金 1,000,000

（うち特定資産への充当額） 0 支払寄付金 0 受取補助金等
特定資産 0 指定正味財産 0 支払奨学金 500,000 　受取国庫補助金 5,000,000
　○○特定資産 0 　国庫補助金 0 委託費 0 　受取地方公共団体補助金 0
　調査研究事業基金資産（普通預金）5,000,000 　地方公共団体補助金 0 支払利息 0 　受取民間補助金 0
　公益目的事業資産（定期預金・有価証券）0 　民間補助金 0 有価証券運用損 0 　受取国庫助成金 0
　奨学金事業積立資産（普通預金）4,800,000 　寄付金 0 雑費 0 　受取地方公共団体助成金 0
　記念事業積立資産（定期預金・有価証券）10,200,000 （うち基本財産への充当額） 0 商品費 1,260,000 　受取民間助成金 1,000,000
　財政調整積立資産（定期預金・有価証券・普通預金）30,150,000 （うち特定資産への充当額） 0 商品原価 240,000 　受取民間助成金等振替額200,000
　役員退職慰労引当資産 0 一般正味財産 0 商品評価損 45,000 　受取補助金等振替額 0
　退職給付引当資産4,750,000 　代替基金 0 法人税、住民税及び事業税1,000,000
　減価償却引当資産（定期預金・有価証券）0 　一般正味財産 0 貸倒引当金繰入額 1,450,000 受取負担金 0
　会館建設積立資産（定期預金・有価証券）51,200,000 （うち基本財産への充当額） 0 貸倒損失 330,000 　受取負担金 2,000,000
　修繕積立資産（定期預金・有価証券）0 （うち特定資産への充当額） 0 雑損失 0 　受取負担金振替額 0
　預り保証金積立引当資産（定期預金・有価証券）0 0 受取寄付金- 0
　土地 0 12,507,500 （管理費） 　受取寄付金 5,050,000
　建物 10,000,000 役員報酬 500,000 　募金収益 0
　什器備品 47,500,000 正味財産 108,983,785 給料手当 1,010,000 　受取寄付金振替額 500,000

臨時雇賃金 0 雑収益 0
その他固定資産 0 賞与 0 　受取利息 30,980
建物 154,300,000 賞与引当金繰入額 0 　有価証券運用益 0
建物付属設備 0 役員退職慰労金 200,000 　為替差益 20,000
構築物 5,000,000 役員退職慰労引当金繰入額500,000 　雑収益 1,000
車両運搬具 322,000 退職給付費用 0
什器備品 1,078,000 法定福利費 0 20,110,380
美術品 3,000,000 福利厚生費 1,220,000
土地 13,160,000 会議費 0 正味財産 18,461,215
建設仮勘定 0 渉外費 50,000
借地権 0 旅費交通費 460
電話加入権 0 通信運搬費 (78,500)
リース資産 4,200,000 減価償却費 392,000
特許権 450,000 消耗什器備品費 0
商標権 600,000 消耗品費 10,000
ソフトウエア 2,548,000 図書費 0
ソフトウエア仮勘定 0 修繕費 0
敷金 3,000,000 印刷製本費 0
保証金 0 燃料費 0
長期性預金 0 光熱水料費 300,000
投資有価証券 -32,800,000 保守費 0
子会社株式 0 賃借料 60,000
関連会社株式 0 保険料 0
長期未収金 0 諸謝金 50,000
破産更生債権等 0 租税公課 200,000
貸倒引当金 0 支払手数料 290,000

108,983,785 諸会費 70,000
広告宣伝費 1,300,000

121,491,285 121,491,285 支払負担金 0
支払寄付金 50,000
委託費 0
支払利息 5,000
雑費 1,000
雑損失 300

18,461,215
38,571,595 38,571,595






